
規 則

�愛媛県規則第３６号
愛媛県農業改良資金会計事務取扱規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県農業改良資金会計事務取扱規則の一部を改正する規則

愛媛県農業改良資金会計事務取扱規則（昭和４５年愛媛県規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（会計事務の委託）

第２条 知事は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８

条第１項、第１６５条の３第１項及び農業改良資金助成法施行令

（昭和３１年政令第１３１号）第５条の規定に基づき、農業改良資金

の貸付けの事業に係る会計事務の一部

を愛媛県信用農業協同組合連合会（以下「信用農協連」とい

う。）に委託するものとする。ただし、中小企業と農林漁業者と

の連携による事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８

号）第１１条第１項に規定する認定中小企業者が県又は銀行若しく

は信用金庫から貸付けを受ける場合における農業改良資金の貸付

けの事業に係る会計事務については、知事が自ら行うものとす

る。

（貸付決定の通知）

第４条 知事は、愛媛県農業改良資金貸付規則（昭和６０年愛媛県規

則第３５号。以下「貸付規則」という。）第８条第１項又は第１６条

第２項の規定により農業改良資金の貸付けの決定をしたときは、

（会計事務の委託）

第２条 知事は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８

条第１項、第１６５条の３第１項及び農業改良資金助成法施行令

（昭和３１年政令第１３１号）第５条の規定に基づき、農業改良資金

の貸付けの事業に係る会計事務の一部（貸付けの決定を除く。）

を愛媛県信用農業協同組合連合会（以下「信用農協連」とい

う。）に委託するものとする。

（貸付決定の通知）

第４条 知事は、愛媛県農業改良資金貸付規則（昭和６０年愛媛県規

則第３５号。以下「貸付規則」という。）第８条第１項又は第１６条

第２項の規定により農業改良資金の貸付けの決定をしたときは、
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速やかに貸付決定の内容を明らかにした書面により信用農協連に

通知するものとする。ただし、第２条ただし書の場合における農

業改良資金の貸付けの決定については、信用農協連に通知しない

ものとする。

（償還金等の納入の通知）

第９条 知事は、農業改良資金（第２条本文の規定によりその貸付

けの事業に係る会計事務の一部を信用農協連に委託した場合に限

る。）に係る償還金、違約金等を納入させるときは、納入通知書

（様式第３号）を納入義務者に送付して納入の通知をするものと

する。

速やかに貸付決定の内容を明らかにした書面により信用農協連に

通知するものとする。

（償還金等の納入の通知）

第９条 知事は、農業改良資金

に係る償還金、違約金等を納入させるときは、納入通知書

（様式第３号）を納入義務者に送付して納入の通知をするものと

する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第３７号
愛媛県農業改良資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県農業改良資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県農業改良資金貸付規則（昭和６０年愛媛県規則第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（貸付け）

第１条 県は、農業改良資金助成法（昭和３１年法律第１０２号。以下

「法」という。）、農業改良資金助成法施行令（昭和３１年政令第

１３１号）及び農業改良資金助成法施行規則（昭和３９年農林省令第

１９号）の定めるところによるほか、この規則の定めるところによ

り農業者又は農業者の組織する団体（以下「農業者等」とい

う。）及び中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促

進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下「農商工等連携促進

法」という。）第１１条第１項に規定する認定中小企業者（以下

「認定中小企業者」という。）に対して農業改良資金（当該資金

の貸付けを行う融資機関（法第３条第２項に規定する融資機関を

いう。以下同じ。）に対する当該貸付けに必要な資金を含む。第

２２条において同じ。）を貸し付けるものとする。

（農業改良資金の種類）

第２条 農業改良資金の種類は、

次に掲げる資金とする。ただし、第１号から第１１

号までに掲げる資金にあつては農業改良措置（農業経営の改善を

目的として新たな農業部門の経営若しくは農畜産物の加工の事業

の経営を開始し、又は農畜産物若しくはその加工品の新たな生産

若しくは販売の方式を導入することをいう。以下同じ。）を実施

するのに必要な場合に限り、第１２号から第１４号までに掲げる資金

にあつては農業者等の経営改善に対する寄与度が高いと認められ

る措置を実施するのに必要な場合に限る。

�～� 省略

� 農業経営の改善によつて必要となる資材費（種苗費、肥料

代、農薬費、燃料費等をいう。）、雇用労賃並びに機械及び施

設の修理費（農業改良措置の導入に係る初度的な経費に限

（貸付け）

第１条 県は、農業改良資金助成法（昭和３１年法律第１０２号。以下

「法」という。）、農業改良資金助成法施行令（昭和３１年政令第

１３１号）及び農業改良資金助成法施行規則（昭和３９年農林省令第

１９号）の定めるところによるほか、この規則の定めるところによ

り農業者又は農業者の組織する団体（以下「農業者等」とい

う。）

に対して農業改良資金（当該資金

の貸付けを行う融資機関（法第３条第２項に規定する融資機関を

いう。以下同じ。）に対する当該貸付けに必要な資金を含む。第

２２条において同じ。）を貸し付けるものとする。

（農業改良資金の種類）

第２条 農業改良資金の種類は、農業改良措置（農業経営の改善を

目的として新たな農業部門の経営若しくは農畜産物の加工の事業

の経営を開始し、又は農畜産物若しくはその加工品の新たな生産

若しくは販売の方式を導入することをいう。以下同じ。）を実施

するのに必要な次に掲げる資金とする。

�～� 省略

� 次のいずれかに該当する資金

ア 農業経営の改善によつて必要となる資材費（種苗費、肥料

代、農薬費及び燃料費等をいう。）、雇用労賃並びに機械及
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る。）に充てるのに必要な資金

� 農業経営に必要な施設（農業者等の行う生産活動に必要な機

械、建物等をいう。）の設置に必要な資金

� 認定中小企業者の使用する加工施設の改良、造成又は取得に

必要な資金

� 認定中小企業者の使用する販売施設の改良、造成又は取得に

必要な資金

（貸付対象者）

第３条 農業改良資金の貸付対象者は、次の各号のいずれかに該当

する農業者等又は認定中小企業者とする。ただし、第１号に掲げ

るものにあつては前条第１号から第１１号までに掲げる資金の貸付

けに、第２号から第４号まで、第６号、第８号及び第９号に掲げ

るものにあつては同条第１号から第７号まで に掲げ

る資金の貸付けに

、第５号に掲げ

るものにあつては同条第１号から第８号まで及び第１１号 に掲げ

る資金の貸付けに、第７号に掲げるものにあつては同条第１号か

ら第７号まで及び第１１号 に掲げる資金の貸付けに、第１０号に掲

げるものにあつては同条第１２号から第１４号までに掲げる資金の貸

付けに限る。

�～� 省略

� 農商工等連携促進法第４条第１項の規定に基づき農商工等連

携事業計画の認定を受けた農業者等

� 農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料としての利用の促

進に関する法律（平成２０年法律第４５号。以下「バイオ燃料法」

という。）第４条第１項の規定に基づき生産製造連携事業計画

の認定を受けた農業者等（バイオ燃料法第２条第３項第２号イ

に掲げる措置を実施するものに限る。）

� 農業改良措置を支援するための措置を実施する認定中小企業

者であつて、次のいずれにも該当しないもの

ア 金融業又は保険業を営むもの

イ 融資機関から取引の停止の措置を受けているもの又は手形

若しくは小切手の不渡りがあつたときから６箇月を経過して

いないもの

ウ 暴力的不法行為を行うもの

エ 申込みに際し、金融業等を営む者への仲立ち、取次ぎ等の

活動を行う第三者を関与させ、又は関与させようとするもの

オ 事業を行うに当たり法令上必要となる行政機関の許認可等

を受けないで、当該事業を行つているもの

（農業改良資金の利率、償還期間、据置期間、貸付限度額及び償

還方法）

第４条 農業改良資金の利率は、無利子とし、その償還期間及び据

置期間は、次の表のとおりとする。

び施設の修理費（農業改良措置の導入に係る初度的な経費に

限る。）に充てるのに必要な資金

イ 農作業を受託する場合に必要な資金（農地保有合理化担い

手育成地域推進事業実施要領（平成１９年３月３０日付け１８経営

第７３３３号農林水産事務次官依命通知）に基づき基幹的農作業

を受託する旨の契約を結び、その受託期間の受託料相当額を

貸し付けるものに限る。

（貸付対象者）

第３条 農業改良資金の貸付対象者は、次の各号のいずれかに該当

する農業者等 とする。ただし、第２号及び第

３号

に掲げ

るものにあつては前条第１号から第７号まで及び第１１号イに掲げ

る資金の貸付けに、第４号及び第６号に掲げるものにあつては同

条第１号から第７号までに掲げる資金の貸付けに、第５号に掲げ

るものにあつては同条第１号から第８号まで及び第１１号アに掲げ

る資金の貸付けに、第７号に掲げるものにあつては同条第１号か

ら第７号まで及び第１１号アに掲げる資金の貸付けに

限る。

�～� 省略

（農業改良資金の利率、償還期間、据置期間、貸付限度額及び償

還方法）

第４条 農業改良資金の利率は、無利子とし、その償還期間及び据

置期間は、次の表のとおりとする。

農業改良資金の区分 償還期

間

据置期

間

農業改良資金の区分 償還期

間

据置期

間
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１ 特定地域資金、 青年等の就農促進の

ための資金の貸付け等に関する特別措置

法第２３条に規定する資金又は農商工等連

携促進法第１１条第２項に規定する資金

省略 １ 特定地域資金又は青年等の就農促進の

ための資金の貸付け等に関する特別措置

法第２３条に規定する資金

省略

２ 持続性の高い農業生産方式の導入の促

進に関する法律施行令（平成１１年政令第

３３４号）第１項に規定する資金又はバイオ

燃料法第８条に規定する資金

省略 ２ 持続性の高い農業生産方式の導入の促

進に関する法律施行令（平成１１年政令第

３３４号）第１項に規定する資金

省略

３ 省略 ３ 省略

２ 農業改良資金の一貸付対象者ごとの貸付限度額は、次の表のと

おりとする。ただし、前条第１号に規定する認定農業者及び認定

中小企業者以外のものについては、当該貸付けに係る農業改良措

置の実施に必要な費用の額の１００分の８０に相当する額又は同表に

掲げる額のいずれか低い額を貸付限度額とする。

２ 農業改良資金の一農業者等 ごとの貸付限度額は、次の表のと

おりとする。ただし、前条第１号に規定する認定農業者

以外のものについては、当該貸付けに係る農業改良措

置の実施に必要な費用の額の１００分の８０に相当する額又は同表に

掲げる額のいずれか低い額を貸付限度額とする。

貸付対象者の区分 貸付限度額 農業者等 の区分 貸付限度額

省略 省略

３ 農業改良資金の償還は、原則として年賦均等償還、半年賦均等

償還又は３分の１年賦均等償還の方法によるものとする。

（書類等の経由等）

第２１条 法第７条第１項の規定により農業者等が知事に提出する書

類は当該書類を提出した者の住所地をその地区内に含む農業協同

組合法（昭和２２年法律第１３２号）第１０条第１項第２号及び第３号

の事業を併せ行う農業協同組合、愛媛県信用農業協同組合連合会

の事務所若しくは支店（以下「農業協同組合等」という。）、農

林中央金庫松山支店又は株式会社日本政策金融公庫松山支店を、

第６条第２項、第８条第２項、第１１条第２項、第１３条第３項及び

第１５条第２項の規定により知事が農業者等に交付する書類又は知

事が農業者等に行う通知並びに第７条 、第９条第１項、第

１０条第２項、第１２条第１項、第１３条第２項及び第１４条の規定によ

り農業者等が知事に提出する書類は農業協同組合等を経由するも

のとする。

２ 認定中小企業者が融資機関から貸付けを希望する場合におい

て、法第７条第１項の規定並びに第１０条第２項、第１２条第１項、

第１３条第２項及び第１４条の規定により認定中小企業者が知事に提

出する書類並びに第６条第２項、第８条第２項、第１１条第２項、

第１３条第３項及び第１５条第２項の規定により知事が認定中小企業

者に交付する書類又は知事が認定中小企業者に行う通知は、当該

融資機関を経由するものとする。

３ 農業改良資金の償還は、原則として年賦均等償還

の方法によるものとする。

（書類等の経由等）

第２１条 法第７条第１項の規定により 知事に提出する書

類は当該書類を提出した者の住所地をその地区内に含む農業協同

組合法（昭和２２年法律第１３２号）第１０条第１項第２号及び第３号

の事業を併せ行う農業協同組合、愛媛県信用農業協同組合連合会

の事務所若しくは支店（以下「農業協同組合等」という。）、農

林中央金庫松山支店又は株式会社日本政策金融公庫松山支店を、

第６条第２項、第８条第２項、第１１条第２項、第１３条第３項及び

第１５条第２項の規定により知事が 交付する書類又は知

事が 行う通知並びに第７条第１項、第９条第１項、第

１０条第２項、第１２条第１項、第１３条第２項及び第１４条の規定によ

り 知事に提出する書類は農業協同組合等を経由するも

のとする。

様式第３号（表）中

「 第１回 年 月 日 千円
第２回 年 月 日 千円
第３回 年 月 日 千円
第４回 年 月 日 千円
第５回 年 月 日 千円

償還期日及び
償還額

第６回 年 月 日 千円
第７回 年 月 日 千円
第８回 年 月 日 千円
第９回 年 月 日 千円
第１０回 年 月 日 千円
第１１回 年 月 日 千円
第１２回 年 月 日 千円

「

償 還 方 法

年賦均等償還
半年賦均等償還
３分の１年賦均等償還
（いずれかを○で囲んでください。）

第 １ 回 支 払 金 額 千円
第２回以降の支払金額 千円
第 １ 回 支 払 期 日 年 月 日

支払期日及び金
額

月 日
毎 年 の 支 払 期 日 月 日

月 日
最 終 支 払 期 日 年 月 日
支 払 回 数 回

を

」 」

に改める。

様式第６号から様式第９号までの規定中

愛 媛 県 報平成２１年４月２４日 第２０５９号
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告 示

「 支 払 期 日 金 額
第１回 年 月 日 千円
第２回 年 月 日 千円
第３回 年 月 日 千円
第４回 年 月 日 千円

当初
償還
方法

第５回 年 月 日 千円
第６回 年 月 日 千円
第７回 年 月 日 千円
第８回 年 月 日 千円
第９回 年 月 日 千円
第１０回 年 月 日 千円
第１１回 年 月 日 千円
第１２回 年 月 日 千円

支 払 期 日 金 額
第１回 年 月 日 千円
第２回 年 月 日 千円
第３回 年 月 日 千円

変更
後の
償還
方法

第４回 年 月 日 千円
第５回 年 月 日 千円
第６回 年 月 日 千円
第７回 年 月 日 千円
第８回 年 月 日 千円
第９回 年 月 日 千円
第１０回 年 月 日 千円
第１１回 年 月 日 千円
第１２回 年 月 日 千円

「
年賦均等償還 半年賦均等償還 ３分の１年賦均等償還

（いずれかを○で囲んでください。）

第 １ 回 支 払 金 額 千円
当初
償還
方法

第２回以降の支払金額 千円
第 １ 回 支 払 期 日 年 月 日

支払期日
及び金額

月 日
毎 年 の 支 払 期 日 月 日

月 日
最 終 支 払 期 日 年 月 日
支 払 回 数 回

年賦均等償還 半年賦均等償還 ３分の１年賦均等償還
（いずれかを○で囲んでください。）

変更
後の
償還
方法

第 １ 回 支 払 金 額 千円
第２回以降の支払金額 千円
第 １ 回 支 払 期 日 年 月 日

支払期日
及び金額

月 日
毎 年 の 支 払 期 日 月 日

月 日
最 終 支 払 期 日 年 月 日
支 払 回 数 回

を

」

」

に改める。

様式第１１号（表）中「ちょう付欄」を「ちよう付欄」に、

「 第１回 年 月 日 千円
第２回 年 月 日 千円
第３回 年 月 日 千円
第４回 年 月 日 千円
第５回 年 月 日 千円

償還期日 年 月 日
償還期日及び
償還額

第６回 年 月 日 千円
第７回 年 月 日 千円
第８回 年 月 日 千円
第９回 年 月 日 千円
第１０回 年 月 日 千円
第１１回 年 月 日 千円
第１２回 年 月 日 千円

を

」

「

償 還 方 法

年賦均等償還
半年賦均等償還
３分の１年賦均等償還
（いずれかを○で囲んでください。）

第 １ 回 支 払 金 額 千円

償還期限 年 月 日
第２回以降の支払金額 千円
第 １ 回 支 払 期 日 年 月 日

支払期日及び
金額

月 日
毎 年 の 支 払 期 日 月 日

月 日
最 終 支 払 期 日 年 月 日
支 払 回 数 回 」

に改め、同様式（裏）愛媛県農業改良資金県貸付金借用証書特約条項第１０条中「甲、乙及び丙」を「甲及び乙」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第５７８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成２１年４月２４日 第２０５９号
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�愛媛県告示第５７９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５８０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５８１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２１年４月２４日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０７２２８ 医療法人石手内科 愛媛県松山市紅葉町２番
１６号

特定施設入居者生
活介護 パラディはるみかん 愛媛県松山市紅葉町２番

１６号 平成２１年３月１８日

３８５７７８００７０ 社会福祉法人愛美会 愛媛県四国中央市上分町
８－２

訪問リハビリテー
ション 老人保健施設アイリス 愛媛県四国中央市上分町

８－３ 平成２１年３月１日

３８７０５０１８８３ 株式会社東京ネバーラン
ドえひめ

愛媛県新居浜市西の土居
町一丁目３番２８号 通所介護 デイサービスセンターフ

ァイトえひめ
愛媛県新居浜市西の土居
町一丁目３番２８号 平成２１年３月２日

３８７０１０７２１０ 株式会社イースタ 愛媛県松山市三番町五丁
目１３番地１０ 通所介護 デイサービスセンターＡ

ｉＲあいる
愛媛県松山市清水町三丁
目４３－９ 平成２１年３月５日

３８７０１０７２３６ 株式会社ケアジャパンハ
ッピーライフ

愛媛県松山市南久米町１２
８番地１

特定施設入居者生
活介護 ハッピー南久米 愛媛県松山市南久米町１２

８番地１ 平成２１年３月２０日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０７２２８ 医療法人石手内科 愛媛県松山市紅葉町２番
１６号

介護予防特定施設
入居者生活介護 パラディはるみかん 愛媛県松山市紅葉町２番

１６号 平成２１年３月１８日

３８７０１０４５６３ 有限会社アシストジャパ
ン

愛媛県松山市南高井町１８
１７－１ 介護予防訪問介護 アシストジャパンヘルパ

ーステーション松山
愛媛県松山市南高井町１８
１７番地１ 平成２１年３月１日

３８５７７８００７０ 社会福祉法人愛美会 愛媛県四国中央市上分町
８－２

介護予防訪問リハ
ビリテーション 老人保健施設アイリス 愛媛県四国中央市上分町

８－３ 平成２１年３月１日

３８７０５０１８８３ 株式会社東京ネバーラン
ドえひめ

愛媛県新居浜市西の土居
町一丁目３番２８号 介護予防通所介護 デイサービスセンターフ

ァイトえひめ
愛媛県新居浜市西の土居
町一丁目３番２８号 平成２１年３月２日

３８７０１０７２１０ 株式会社イースタ 愛媛県松山市三番町五丁
目１３番地１０ 介護予防通所介護 デイサービスセンターＡ

ｉＲあいる
愛媛県松山市清水町三丁
目４３－９ 平成２１年３月５日

３８７０１０７２３６ 株式会社ケアジャパンハ
ッピーライフ

愛媛県松山市南久米町１２
８番地１

介護予防特定施設
入居者生活介護 ハッピー南久米 愛媛県松山市南久米町１２

８番地１ 平成２１年３月２０日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０５００７２９ 有限会社オフィスワン 愛媛県新居浜市篠場町１０
番２３号 訪問介護 オレンジケアステーシ

ョン
愛媛県新居浜市篠場
町１０番２３号

愛媛県新居浜市篠場
町１０番２５号

平成２１年
３月１日

３８７０５００７２９ 有限会社オフィスワン 愛媛県新居浜市篠場町１０
番２３号 通所介護 オレンジケアステーシ

ョン
愛媛県新居浜市篠場
町１０番２３号

愛媛県新居浜市篠場
町１０番２５号

平成２１年
３月１日

３８７０１０４７８７ 有限会社葵星 愛媛県松山市小栗一丁目
５番５号 訪問介護 ヘルパーステーション

あおいほし
愛媛県松山市小栗一
丁目５番５号

愛媛県松山市古川北
一丁目２２番２２号

平成２１年
３月１５日

３８７０１０５５１１ 有限会社葵星 愛媛県松山市小栗一丁目
５番５号 通所介護 デイサービスセンター

あおいほし
愛媛県松山市小栗一
丁目５番５号

愛媛県松山市古川北
一丁目２２番２２号

平成２１年
３月１５日

愛 媛 県 報平成２１年４月２４日 第２０５９号
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愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５８２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５８３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業を廃止した

旨の届出があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５８４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業を廃止した

旨の届出があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０５００７２９ 有限会社オフィスワン 愛媛県新居浜市篠場町１０
番２３号

居宅介護
支援

オレンジケアステーシ
ョン

愛媛県新居浜市篠場
町１０番２３号

愛媛県新居浜市篠場
町１０番２５号

平成２１年
３月１日

３８７０１０５５０３ 有限会社葵星 愛媛県松山市小栗一丁目
５番５号

居宅介護
支援

居宅介護支援事業所あ
おいほし

愛媛県松山市小栗一
丁目５番５号

愛媛県松山市古川北
一丁目２２番２２号

平成２１年
３月１５日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０５００７２９ 有限会社オフィスワン 愛媛県新居浜市篠場町１０
番２３号

介護予防
訪問介護

オレンジケアステーシ
ョン

愛媛県新居浜市篠場
町１０番２３号

愛媛県新居浜市篠場
町１０番２５号

平成２１年
３月１日

３８７０５００７２９ 有限会社オフィスワン 愛媛県新居浜市篠場町１０
番２３号

介護予防
通所介護

オレンジケアステーシ
ョン

愛媛県新居浜市篠場
町１０番２３号

愛媛県新居浜市篠場
町１０番２５号

平成２１年
３月１日

３８７０１０４７８７ 有限会社葵星 愛媛県松山市小栗一丁目
５番５号

介護予防
訪問介護

ヘルパーステーション
あおいほし

愛媛県松山市小栗一
丁目５番５号

愛媛県松山市古川北
一丁目２２番２２号

平成２１年
３月１５日

３８７０１０５５１１ 有限会社葵星 愛媛県松山市小栗一丁目
５番５号

介護予防
通所介護

デイサービスセンター
あおいほし

愛媛県松山市小栗一
丁目５番５号

愛媛県松山市古川北
一丁目２２番２２号

平成２１年
３月１５日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０７０９５ リブサポート株式会社
愛媛県松山市朝生田町一
丁目１５番１０号リューレン
ト朝生田

訪問介護 介護支援センターあいぷ
らす

愛媛県松山市朝生田町一
丁目１５番１０号リューレン
ト朝生田

平成２１年２月２８日

３８７３５００５６９ 株式会社セフティ 愛媛県伊予郡松前町筒井
９３３番地１ 福祉用具貸与 株式会社セフティ 愛媛県伊予郡松前町筒井

９３３番地１ 平成２１年３月５日

３８７３５００５６９ 株式会社セフティ 愛媛県伊予郡松前町筒井
９３３番地１ 特定福祉用具販売 株式会社セフティ 愛媛県伊予郡松前町筒井

９３３番地１ 平成２１年３月５日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０２０１５３４ 有限会社武吉 愛媛県今治市横田町一丁
目６番３号 居宅介護支援 居宅介護支援事業所たけ

きち
愛媛県今治市郷新屋敷町
二丁目２番５号 平成２１年２月２８日

３８１０１１１３２２ 医療法人和仁会 愛媛県松山市井門町５７４
－１ 居宅介護支援 医療法人和仁会門田内科

循環器科医院
愛媛県松山市井門町５７４
番地１ 平成２１年３月１日

愛 媛 県 報平成２１年４月２４日 第２０５９号

４４８
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�愛媛県告示第５８７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の３０第１項の規定

により、次のとおり指定調査機関を指定した。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５８８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光

室並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ニトリ新居浜店

新居浜市磯浦町３６２番３ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ニトリ

北海道札幌市手稲区新発寒六条一丁目５番８０号

代表取締役 似鳥 昭雄

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ニトリ

北海道札幌市手稲区新発寒六条一丁目５番８０号

代表取締役 似鳥 昭雄

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２１年１２月２日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

５，９５３平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

１１５台

イ 駐輪場の収容台数

４４台

ウ 荷さばき施設の面積

１３６平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

４２．４０立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後９時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時３０分から午後９時３０分まで

�愛媛県告示第５８５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業を廃止した旨の届出があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５８６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１３条の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設の指定の辞退があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定介護予防サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０７０９５ リブサポート株式会社
愛媛県松山市朝生田町一
丁目１５番１０号リューレン
ト朝生田

介護予防訪問介護 介護支援センターあいぷ
らす

愛媛県松山市朝生田町一
丁目１５番１０号リューレン
ト朝生田

平成２１年２月２８日

３８７３５００５６９ 株式会社セフティ 愛媛県伊予郡松前町筒井
９３３番地１

介護予防福祉用具
貸与 株式会社セフティ 愛媛県伊予郡松前町筒井

９３３番地１ 平成２１年３月５日

３８７３５００５６９ 株式会社セフティ 愛媛県伊予郡松前町筒井
９３３番地１

特定介護予防福祉
用具販売 株式会社セフティ 愛媛県伊予郡松前町筒井

９３３番地１ 平成２１年３月５日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護療養型医療
施 設 の 開 設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
辞退に係る指定介護療養型医療施設

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０１１１５４６ 医療法人福井整形外科麻
酔科

愛媛県松山市久米窪田町
７８４番地１

介護療養型医療施
設

福井整形外科・麻酔科医
院

愛媛県松山市久米窪田町
７８４番地１ 平成２１年２月２８日

指定調査機関の

名称
指定調査機関の住所

調査事務を行う事務所

の所在地

指 定

年 月 日

愛媛県国民健康
保険団体連合会

愛媛県松山市高岡町１０
１番地１

愛媛県松山市高岡町１０
１番地１

平成２１年
４月１日

社会福祉法人
愛媛県社会福祉
協議会

愛媛県松山市持田町三
丁目８番１５号

愛媛県松山市持田町三
丁目８番１５号

平成２１年
４月１日

特定非営利活動
法人
Ｊ Ｍ Ａ Ｃ Ｓ

愛媛県松山市千舟町六
丁目１番地３

愛媛県松山市千舟町六
丁目１番地３

平成２１年
４月１日

愛 媛 県 報平成２１年４月２４日 第２０５９号

４４９
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ウ 駐車場の自動車の出入口の数

３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２１年４月１日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部

産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から

１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第５９０号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２１年４月２４日から５月７日まで

�������
�愛媛県告示第５９１号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、大洲市役所において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成２１年４月２４日

長浜港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 加戸守行

松山市御宝町１１９番１

２ 埋立区域

� 位置

大洲市長浜甲１０１５番４の地先公有水面

�愛媛県告示第５８９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ジョー・プラ 松山市朝生田町五丁
目１番２５号

大規模小売店舗内において小
売業を行う者

株式会社ママイ、大
西彰
ほか計１６者

株式会社ママイ、伊
予市
ほか計１６者

平成２１年
４月１日

平成２１年
４月６日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２１年４月２４日 第２０５９号

４５０



� 区域

次の各地点を順次に結んだ線及び�の地点と�の地点を結ぶ
昭和６３年２月１２日付け愛媛県指令６２港第４７５号の免許に係る埋

立ての埋立区域と公有水面との境界線（Ｄ．Ｌ．＋３．０９ｍによ

り決定）により囲まれた区域

基点 大洲市長浜乙１８番７の国土地理院四等三角点住吉公園

（北緯３３度３６分４６秒８７２９、東経１３２度２９分０２秒５７９５）

�の地点 基点から真北３５８度３０分５０秒６３４．８４メートルの地

点

�の地点 �の地点から真北５７度０４分２０秒０．１４メートルの地
点

�の地点 �の地点から真北３２５度４５分３０秒６２．４９メートル
の地点

�の地点 �の地点から真北５５度３４分５０秒１．８３メートルの地
点

�の地点 �の地点から真北３２５度４９分２０秒５０．０２メートル
の地点

�の地点 �の地点から真北５５度２９分２０秒１０．２１メートルの
地点

�の地点 �の地点から真北１４５度３６分１０秒０．７０メートルの
地点

	の地点 �の地点から真北５５度３８分１０秒３．０１メートルの地
点


の地点 	の地点から真北３２５度１８分１０秒０．６８メートルの
地点

�の地点 
の地点から真北５６度００分５０秒１５．００メートルの
地点

�の地点 �の地点から真北１４５度５０分００秒３３．８４メートル
の地点

の地点 �の地点から真北５５度４８分００秒５５．１１メートルの
地点

�の地点 の地点から真北１４５度５９分２０秒１７．７６メートル
の地点

�の地点 �の地点から真北１４５度４７分４０秒９７．６５メートル
の地点

�の地点 �の地点から真北２３５度４７分４０秒８５．２０メートル
の地点

� 面積

１０，７４７．８４平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１０年３月１６日 愛媛県指令港第３１号

４ しゅん功認可年月日

平成２１年４月２４日

�������
�愛媛県告示第５９２号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、上島町役場において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

上島町

越智郡上島町弓削下弓削２１０番地

代表者 上島町長 上村 俊之

越智郡上島町弓削下弓削１８５番地５

２ 埋立区域

� 位置

越智郡上島町岩城４６９５番６から同町岩城４６９９番２前面道路の

地先公有水面

� 区域

次の１点から１６点までを順次直線で結んだ線並びに１６点と１

点を結ぶ平成１９年の春分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋３．７１メートル）

の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（愛媛県越智郡上島町字長江乙１３５０－１番地内の国土地

理院「長江」四等三角点）は、北緯３４度１６分２４秒３１６９、東経１

３３度０９分０１秒１９５０の地点

１点は、基点から真北２３度５４分３６秒５６２．４０メートルの地点

２点は、１点から真北７６度０５分２５秒１１．０９メートルの地点

３点は、２点から真北１６２度２０分４９秒０．８６メートルの地点

４点は、３点から真北７６度０１分３６秒３４．０５メートルの地点

５点は、４点から真北１６５度２２分４５秒０．０５メートルの地点

６点は、５点から真北７６度０１分３２秒１６．２０メートルの地点

７点は、６点から真北１６５度５７分５０秒０．０１メートルの地点

８点は、７点から真北７６度０１分４７秒１２．８７メートルの地点

９点は、８点から真北１６６度０１分３１秒４９．５７メートルの地点

１０点は、９点から真北７５度５７分５０秒０．０１メートルの地点

１１点は、１０点から真北１６６度０１分３４秒４８．６８メートルの地点

１２点は、１１点から真北２５６度０１分３５秒２９．２８メートルの地点

１３点は、１２点から真北１６６度３３分０５秒０．０５メートルの地点

１４点は、１３点から真北２５６度０１分３６秒４４．８５メートルの地点

１５点は、１４点から真北１６５度５０分４８秒０．８３メートルの地点

１６点は、１５点から真北２５６度０７分２４秒１６．４５メートルの地点

� 面積

９，３００．８８平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１９年１１月２日 愛媛県指令１９港第３６６号

４ しゅん功認可年月日

平成２１年４月２４日

�������
�愛媛県告示第５９３号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通

知があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（基本重力測量）

２ 作業期間 平成２１年５月１８日から

平成２２年３月１９日まで

３ 作業地域 宇和島市

�������
�愛媛県告示第５９４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

愛 媛 県 報平成２１年４月２４日 第２０５９号

４５１



今治市頓田川土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出が

あった。

平成２１年４月２４日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

�������
�愛媛県告示第５９５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市角野土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

退 任

�愛媛県告示第５９６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市旦之上土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５９７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市船木・泉川（池田池）土地改良区から次のとおり役員が就

任し、及び退任した旨の届出があった。

平成２１年４月２４日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 徳 永 義太郎 新居浜市萩生１７１６

〃 合 田 信 隆 新居浜市萩生１４０４

〃 寺 田 福 光 新居浜市大生院１００２－１

〃 妻 鳥 寿 新居浜市萩生１７７８

〃 小 野 英 雄 新居浜市萩生１６９４－４

〃 井 上 利喜夫 新居浜市萩生２０１１

〃 井 上 紀 敏 新居浜市萩生１９７６－７

〃 合 田 有 良 新居浜市萩生１４０８－３

〃 高 橋 禎 二 新居浜市萩生１４４１

〃 岡 憲 朗 新居浜市萩生１２９９－１

〃 高 橋 末 丸 新居浜市大生院１１１－２

高 橋 光 雄 新居浜市大生院９９

〃 曽我部 俊 弘 新居浜市大生院１５３

〃 森 賀 康 人 新居浜市萩生２１０４－２

監 事 竹 林 義 孝 新居浜市萩生１８２１－１

〃 守 谷 公 一 新居浜市萩生１４４２－１０

〃 越 野 幸 男 新居浜市大生院１８８

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 合 田 信 隆 新居浜市萩生１４０４

〃 松 木 一 新居浜市萩生１９８５－１

〃 寺 田 福 光 新居浜市大生院１００２－１

〃 高須賀 清 新居浜市萩生１６６０－４

〃 妻 鳥 寿 新居浜市萩生１７７８

〃 久 枝 隆 治 新居浜市萩生１７１５

〃 井 上 昭 司 新居浜市萩生１９７６－８

〃 � 尾 俊 一 新居浜市萩生２０９７－２

〃 森 賀 太 市 新居浜市萩生１４５４

〃 岡 憲 朗 新居浜市萩生１２９９－１

〃 曽我部 功 新居浜市大生院１１１－９

〃 曽我部 巌 新居浜市大生院４２－８

〃 曽我部 重 晴 新居浜市大生院６４－２２

〃 谷 口 幸 隆 新居浜市萩生２１０５－２

監 事 竹 林 義 孝 新居浜市萩生１８２１－１

〃 守 谷 公 一 新居浜市萩生１４４２－１０

〃 越 野 幸 男 新居浜市大生院１８８

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 石 川 健 一 新居浜市御蔵町１０－３

〃 松 本 健 治 新居浜市篠場町１１－２５

〃 松 本 幸 久 新居浜市西連寺町１－６－４６

〃 原 重 久 新居浜市中西町３－３１

〃 斉 藤 勉 新居浜市喜光地町２－１－２２

〃 石 川 雄 三 新居浜市宮原町８－３４

〃 白 石 徹 新居浜市北内町１－１２－１８

〃 木 下 新一郎 新居浜市北内町１－６－８

〃 渡 辺 政 幸 新居浜市北内町１－２－１

〃 小 野 光 廣 新居浜市吉岡町１３－３２

〃 原 國 紘 新居浜市角野新田町２－７－１６

〃 石 川 清 幸 新居浜市角野新田町３－２－１３

監 事 杉 本 馨 新居浜市北内町４－６－２７

〃 神 野 潔 新居浜市北内町４－５－３６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 白 岡 功 男 新居浜市御蔵町９－１１

〃 松 本 健 治 新居浜市篠場町１１－２５

〃 松 本 幸 久 新居浜市西連寺町１－６－４６

〃 渡 邉 恵 一 新居浜市中筋町１－１４－４

〃 杉 本 馨 新居浜市北内町４－６－２７

〃 山 本 佑 造 新居浜市西泉町７－８

〃 石 川 雄 三 新居浜市宮原町８－３４

〃 伊 藤 榮 基 新居浜市北内町１－１０－１２

〃 渡 辺 政 幸 新居浜市北内町１－２－１

〃 小 野 光 廣 新居浜市吉岡町１３－３２

〃 原 國 紘 新居浜市角野新田町２－７－１６

〃 本 田 甚 一 新居浜市角野新田町３－５－１６

監 事 白 石 徹 新居浜市北内町１－１２－１８

〃 神 野 潔 新居浜市北内町４－５－３６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 越 智 和 男 今治市朝倉上甲３３１番地２

愛 媛 県 報平成２１年４月２４日 第２０５９号

４５２
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愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市太山寺土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２１年４月２４日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第５９８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６００号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年４月２４日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 橋 貞 義 新居浜市船木１５０番地

〃 石 村 徳 次 新居浜市船木２０３８番地

〃 神 野 幸 雄 新居浜市船木２４５７番地の２

〃 � 庄 司 新居浜市船木４４４９番地の５

〃 豊 永 清 新居浜市船木１３２１番地の４

〃 加 地 守 新居浜市船木９７３番地の２

〃 鴻 上 義 行 新居浜市船木甲３７２９番地の１

〃 神 野 是 美 新居浜市船木３９５６番地の２

〃 薦 田 俊 一 新居浜市船木５２９０番地

〃 篠 原 憲 昭 新居浜市船木４１５０番地

〃 鈴 木 英 次 新居浜市船木４７１９番地の６

〃 鈴 木 秀 夫 新居浜市船木４５６５番地

〃 神 野 孝 久 新居浜市東田２丁目甲１７３０番地の１

〃 田 坂 照 近 新居浜市東田１丁目７６２番地

〃 田 坂 一 博 新居浜市光明寺１丁目甲４３３番地の１

監 事 高 橋 真 次 新居浜市船木２５３５番地

〃 矢 野 和 男 新居浜市船木３０６３番地の２

〃 本 田 清 正 新居浜市船木甲５０５２番地の２

〃 續 木 廉 新居浜市東田２丁目甲１４０３番地の１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 橋 貞 義 新居浜市船木１５０番地

〃 武 野 道 義 新居浜市船木甲５９１番地の１

〃 神 野 幸 雄 新居浜市船木２４５７番地の２

〃 豊 永 清 新居浜市船木１３２１番地の４

〃 仙 波 盛 幸 新居浜市船木２６６８番地

〃 鴻 上 義 行 新居浜市船木３７２９番地

〃 佐々木 徹 新居浜市船木３６５３番地

〃 薦 田 俊 一 新居浜市船木５２９０番地

〃 篠 原 憲 昭 新居浜市船木４１５０番地

〃 小 野 雄 基 新居浜市船木４８１４番地

〃 藤 田 義 弘 新居浜市船木４３７３番地の２

〃 神 野 孝 久 新居浜市東田２丁目甲１７３０番地の１

〃 村 上 輝 幸 新居浜市東田１丁目甲１０２８番地の１０

〃 田 坂 一 博 新居浜市光明寺１丁目甲４３３番地の１

監 事 神 野 隆 義 新居浜市船木１９７５番地

〃 宇 野 文 儀 新居浜市船木１２３５番地の１

〃 鈴 木 英 次 新居浜市船木４７１９番地の６

〃 続 木 清 美 新居浜市東田２丁目１４０１番地の１

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１６）第１５６７６号 平成１６年
１２月２２日 �エースプランニング

破産管財人
弁護士
村上 昭子

西条市今在家８７８－１ 平成２１年
３月９日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１８）第１５号 平成１８年
５月２４日 �岡田建設

破産管財人
弁護士
佐伯継一郎

新居浜市新須賀町１－１１
－１７

平成２１年
３月１７日

土木工事業
建築工事業 建設業の廃止

（般－１８）第８１２５号 平成１９年
２月２２日 愛媛三段ブロック� 八塚 和男 今治市長沢乙２０３－６５ 平成２１年

３月１９日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１９）第１０５７５号 平成１９年
７月１８日 田中勝建設 田中 勝正 西条市国安４５－３ 平成２１年

３月２４日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１６）第２８２８号 平成１７年
２月１８日 別子プロパン� 渡邉 英司 新居浜市新須賀町４－１３

－１２
平成２１年
３月２７日 管工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２１年４月２４日 第２０５９号

４５３
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�愛媛県告示第６０３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

大洲市土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

就 任

退 任

�愛媛県告示第６０１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年４月２４日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第６０２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年４月２４日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２１中局建（開）第１号

平成２１年４月１４日
伊予郡松前町大字西古泉字若松３０３番３

松山市土居田町５４０番地４
セジュール西村Ａ１０２号
岡 部 泰 介
岡 部 裕 美

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２１中局建（開）第２号

平成２１年４月１６日
伊予市下三谷字二ツ塚２５７５番１及び２５７５番３

松山市鷹ノ子町４７０番１

ステーションハウス久米３Ａ１０２号

関 口 文 徳

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２１中局建（開）第３号

平成２１年４月１６日
伊予郡松前町大字徳丸字植木ノ元１１６５番４

伊予郡松前町大字西古泉２８５番地１

�アットホーム
代表取締役 田 原 信 幸

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 野 新 策 大洲市阿蔵甲２１８番地１

〃 大 森 隆 雄 大洲市徳森２５９９番地の２

〃 武 田 和 敬 大洲市若宮８６３番地の１

〃 堀 江 泰 幸 大洲市田口甲１９８２番地

〃 奥 田 利 � 大洲市平野町平地１７３番地１

〃 大 谷 壽 昭 大洲市稲積１０番地第７

〃 柿 原 國 臣 大洲市菅田町菅田甲２６４５番地

〃 姫 地 利 光 大洲市菅田町宇津甲２４４０番地

〃 山 下 勝 利 大洲市成能甲１１８０番地

〃 � 岡 冨 夫 大洲市柳沢甲１８８２番地

〃 村 上 晃 一 大洲市新谷甲５０５番地

〃 安 岡 秀 峰 大洲市恋木甲７３２番地

〃 窪 田 亀 一 大洲市春賀甲１２００番地

〃 後 藤 武 薫 大洲市八多喜町甲２１７８番地

〃 山 本 虎 夫 大洲市上須戒乙６７５番地第２

〃 松 岡 良 明 大洲市新谷乙５５０番地２

監 事 岩 田 博 明 大洲市西大洲甲１０８２番地の２

〃 堺 勝 俊 大洲市平野町野田６３番地２

〃 都 築 賢 大洲市米津甲４０９番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 野 新 策 大洲市阿蔵甲２１８番地１

〃 大 森 隆 雄 大洲市徳森２５９９番地の２

〃 吉 岡 猛 大洲市若宮６２２番地

〃 谷 山 光 男 大洲市田口甲２１５８番地の１

〃 浅 野 十代明 大洲市平野町平地４１６５番地

〃 大 谷 壽 昭 大洲市稲積１０番地第７

〃 柿 原 國 臣 大洲市菅田町菅田甲２６４５番地

〃 姫 地 利 光 大洲市菅田町宇津甲２４４０番地

〃 山 下 勝 利 大洲市成能甲１１８０番地

〃 � 岡 冨 夫 大洲市柳沢甲１８８２番地

〃 山 中 誠 大洲市新谷甲９１５番地

〃 安 岡 秀 峰 大洲市恋木甲７３２番地

〃 樋 水 重 孝 大洲市春賀甲１７６５番地

〃 後 藤 武 薫 大洲市八多喜町甲２１７８番地

〃 池 田 幸 徳 大洲市上須戒甲１１３５番地の２

〃 城 戸 良 一 大洲市多田甲６０６番地の１

監 事 岩 田 博 明 大洲市西大洲甲１０８２番地の２

〃 成 澤 長 治 大洲市菅田町大竹甲１２５２

〃 都 築 賢 大洲市米津甲４０９番地
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公 告

正 誤

�愛媛県告示第６０４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

伊方町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

三崎町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成２１年４月２４日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６０６号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定した。

平成２１年４月２４日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

１ 指定年月日及び番号

平成２１年４月８日 ２０大土建（道）第４号

２ 道路の位置

喜多郡内子町内子７２６番、７４２番、７４３番、７４１番４、７４２番

地先水路

幅員 ４．００メートル

延長 ６８．２６メートル

３ 申請人の住所及び氏名

喜多郡内子町内子２６４番地

株式会社 とみなが

代表取締役 冨永 洪太郎

４ 図面省略

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛統一労働組合執行委員長大野久から次のとおり争議

行為を行う旨の通知が平成２１年４月１４日あったので公表する。

平成２１年４月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事件 ２００９年度賃金引き上げその他に関する事項

２ 日時 ２００９年４月２７日正午より本問題が完全解決に至る間

３ 場所

病 院 名 所 在 地

財団法人 正光会今治病院 今治市高市甲７８６－１３

財団法人 正光会宇和島病院 宇和島市柿原１２８０番地

４ 概要 前記記載の場所においてあらゆる形の争議行為を単独又

は併用して実施する。

�正 誤

平成１５年４月１日付け第１４４４号外１愛媛県訓令第８号（愛媛県文

書管理規程の一部を改正する訓令）中

�������
�正 誤

平成２１年３月２３日付け第２０４９号愛媛県告示第３９１号（道路の区域

変更（県道大三島環状線））中

�������
�正 誤

平成２１年３月２４日付け第２０５０号愛媛県告示第４０９号（道路の供用

開始（県道桜井山路線））中

�������
�正 誤

平成２１年４月７日付け第２０５４号中

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 根 來 仲 男 西宇和郡伊方町九町１番耕地４９４番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 野 清 秋 西宇和郡伊方町九町１番耕地４４０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 村 上 卓 也 西宇和郡伊方町高浦６５番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 曽我部 金 二 西宇和郡伊方町高浦３６番地

ページ 箇 所 誤 正

３０ 左欄
下から１１行目 供覧に行ったときは、 供覧を行ったときは、

ページ 箇 所 誤 正

２５１ 表中
延長欄 ０．２６７ ０．２８２

ページ 箇 所 誤 正

２５８
表中
供用開始の区
間欄

今治市郷新屋敷町三丁
目４０２番地４から

今治市郷新屋敷町三丁
目４０２番地４地先から

ページ 箇 所 誤 正

３９８ 県報発行曜日 平成２１年４月７日金曜
日

平成２１年４月７日火曜
日

平成２１年４月２４日 発行
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